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平成30年3月期第3四半期累計期間の概要
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3Q累計
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3Q累計

増減

売上高 658 686 28 696 718 22 713 674 △38 2,067 2,079 12

売上総利益 330 352 22 358 382 23 359 336 △23 1,048 1,070 22

営業利益 81 23 △59 86 64 △22 61 △0 △62 229 87 △142

四半期純利益 60 11 △49 62 53 △10 44 △5 △49 167 59 △107

※百万円未満切捨で表示

平成30年3月期第３四半期累計期間の概要

・売上高は全自動地盤調査機「iGP」、微動探査システム「地震eye」販売強化とFC加盟により増加

・今後の事業拡大への先行投資により前期と比べ販管費拡大

⇒新商品開発及びFC展開の加速化のためのプロモーション活動、営業活動による費用拡大

⇒国内業務の効率化を目的とし、在外子会社におけるBPOの推進及びフルオートメーションに向けたシステム改修

⇒人材確保及び働き方改革に向けた環境整備
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サービス別売上高

• 全自動地盤調査機「iGP」
微動探査システム「地震eye」
FC加盟料による売上への貢献

• 住宅着工の減少により地盤解析サービスは前年
を下回る

• 地盤調査サービスは前年並みに推移

■平成30年3月期第3四半期サービス別売上高
※百万円未満切捨で表示
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H29/3
3Q

H30/3
3Q
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H29/3
3Q累計

H30/3
3Q累計

増減

地盤解析サービス 292 297 ５ 307 288 △20 327 308 △19 927 894 △33

地盤調査サービス 199 204 ５ 205 199 △6 201 199 △1 605 604 △1

その他サービス合計 166 185 18 183 230 47 183 166 △17 533 581 47

部分転圧工事等 121 106 △15 121 107 △12 111 121 10 353 333 △20

FC加盟料 5 30 25 7 27 19 9 20 11 21 78 56

地盤調査機、微動探査機 40 49 8 55 96 40 63 25 △38 159 171 11

合計 658 686 28 696 718 22 713 674 △38 2,067 2,079 12
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自己株式処分による
処分差益

■平成30年3月期第3四半期連結貸借対照表
※百万円未満切捨で表示

・未収保険料の回収
・配当金の支払い及び自
・己株式の取得による支出

自己株式の取得及び処分

未収保険料の回収
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配当金の支払及び
利益の積み増し

実績 構成比 実績 構成比

 資産の部 1,851 100.0% 1,739 100.0% △ 112

 　 流動資産 1,631 88.1% 1,507 86.7% △ 123

　 　 （現金及び預金） 780 42.2% 790 45.4% 9

 　　 （受取手形及び売掛金） 456 24.7% 483 27.8% 26

 　　 （未収入金） 137 7.4% 21 1.2% △ 115

 　 固定資産 219 11.9% 231 13.3% 11

 負債の部 352 19.1% 296 17.0% △ 56

　　流動負債 310 16.8% 278 16.0% △ 31

　　固定負債 42 2.3% 17 1.0% △ 24

 純資産の部 1,498 80.9% 1,442 83.0% △ 55

　　株主資本 1,487 80.4% 1,432 82.4% △ 55

　　　（資本金） 490 26.5% 490 28.2% 0

　　　（資本剰余金） 18 1.0% 22 1.3% 3

　　　（利益剰余金） 1,028 55.6% 996 57.3% △ 32

　　　（自己株式） △ 49 -2.7% △ 76 -4.4% △ 26

　　その他の包括利益累計額 0 0.0% △ 0 0.0% 0

　　新株予約権 10 0.6% 10 0.6% 0

H30/3_3Q
増減額

H29/3_期末



■平成30年３月期連結業績予想_平成29年４月１日~平成30年３月31日

※百万円未満切捨で表示

通期予想
H30/３
3Q累計

（参考）

前期 前期増減率

売上高 2,760 2,079 2,714 1.7%

営業利益 88 87 236 △62.7%

経常利益 83 81 237 △65.0%

当期純利益 63 59 177 △64.6%
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※平成30年２月14日開催の取締役会において連結業績予想を修正いたしました。

売上高は、FC加盟および地盤調査機の売上が当初予想を上回るものの、住宅着工の動向が平成29年12月で
前年同月比で６か月連続の減少となっており、当社の地盤解析サービス、地盤調査サービス、地盤転圧工事サー
ビスの受注件数が当初予想を下回るため、修正するものです。利益面では、売上減少に加え、売上原価が当初
予想より増加し、原価率が悪化すると予想されるため、修正するものです。

今後の取り組みについて
 差別化商品の地盤調査機(iGP、地震eye)による積極的な営業活動を展開し、フランチャイズの拡大による今後

の受注件数確保
 人手をかけない、AI解析と受注から請求・回収までの業務のフルオートメーションの実現による販管費全般の圧縮
 管理・間接業務のベトナム子会社への移管による人件費圧縮
 働き方改革として、在宅勤務・テレワーク導入による業務効率向上と社員が活躍できる会社づくり
 新たな収益を生み出すため、積極的な海外展開の実施
 販管費圧縮と業務効率化で利益をだす体制へシフト



今後の事業戦略



①事前踏査データ、②表層データ、③深層データという３つの地盤ビッグデータを提供

① 事前踏査データ

② 表層データ ③ 深層データ

従来の「iGP」に微動探査「地震eye」をセットした地盤調査の差別化による受注件数拡大へ

従来 これから
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微動探査「地震eye」でわかること：地盤には個別の揺れやすさがある（ランクA～E）
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ランクA ランクC ランクE

揺れにくい 普通 揺れやすい

0.5                                1.0                                       1.4   1.6                                         2.0                                 
2.5                                    

ランクB ランクD

やや揺れにくい やや揺れやすい

①【推奨する平面計画】：揺れやすい地盤ほど直下率の高い整形な平面計画を実施することを推奨します。（比較的コストUPになりにくい）

①整形 ①整形

②やや
不整形

③不整形

①整形

②やや
不整形

③不整形

①整形

②やや
不整形

①整形

②【推奨する構造計画】：揺れやすい地盤ほど耐震＋制震装置で粘り強さを持たせたり、免震装置で揺れを伝えにくくすることを推奨します。（コストに応じた選択）

軸組＋耐力壁面材 接合部ピン工法 EW（エンジニアリングウッド） 制震金物 免震工法

※1階の間仕切壁に耐力面材をバランスよく配置、
また、LDKを2階へ配置し1階へ個室を配置すること
で1階の柱、耐力壁を増やすことも効果的。

微動探査「地震eye」でわかる揺れやすさに応じた住宅設計の例→地盤から住宅全般の商材への展開
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地震に強い住宅へ：「iGP」＋「地震eye」をクロスセル活用するフランチャイズ加盟店が急増！

2017年度フランチャイズ加盟実績20社（2018年2月現在）

外構エクステリア
1社

解体業
2社

設計事務所
1社

太陽光
1社

土木業
3社

ハウスクリーニング

1社

ビルダー
6社

材木プレカット
3社

防災用品
1社

公共インフラ
1社

(9社) (3社) (4社) (20社)
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地震に強い住宅へ：「iGP」＋「地震eye」の全国FC展開を拡大
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2017年2月オープン不動産サイト「JIBANGOO（ジバングー）」の拡がり

４０％

３０％

３０％

危険な場所に住んでいる40％の人口の住み替え支援・不動産流通の活性化
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地方創生と不動産ビジネスの発展

マズローの欲求5段階

不人気物件・売れ残り
空き家

駅から遠い、坂上にある

「空き家バンク」の物件情報を2018年１月より掲載を開始！（2018年2月13日リリース）

空き家物件の地盤情報も可視化され
自然災害や地震に対し、安心・安全な場所の空き家物件を探すことが可能



本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は当社が平成30年
２月14日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基
づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる場合があります。

■当資料取り扱い上のご注意
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